
様式2 24年 12月 26日

当初・変更
入札執行機関 41390相馬港湾建設事務所

入札( 見積 )執 行調書入札等(契約)結果書

年災 事項

工事番号 12-41390-0058 工事名 ふ頭埋立造成 (3号)工事{埋立)

入札執行年月日 24年 12月 1913 発注種別 01 一般土木工事

審議番号 公所 000000 本庁

路線・ 1可川名 相馬港

工事箇所 宕 相馬郡新地E全泉地先

至 3丑全璽
工事概要 捜立造成工 L=330.1皿 V=B4， 479. 7 

業者コード |指名麹由 落 キL 業 者 の

業 者 名 入 札 額 及 び 再 入 札 額

100002564 荷相馬市原町区東町3-41
東北建設(株) (1 ) 68，000，000 (2) 

(3) (4) 

(1) (2) 

(3) (4) 

(1) (2) 

(3 ) (4) 

(1) (2) 

(3) (4) 

(1 ) ( 2) 

(3) (4) 

(1) (2) 

(3) (4) 

( 1) (2 ) 

(3) (4) 

(1 ) (2) 

(3) (4) 

(1 ) ( 2) 

(3) (4) 

( 1) (2) 

(3) (4) 

※ 上記入札額に、消費税額を加算した額が地方自治法上の申込みに係る価格である。

※ 随意契約とする理由、変更契約の内容は、裏面のとおり。

契約 ぷ年/之fl27日

着工 斗デ年11.月17日

完成 .it年8月30日

予定価格

72，124，500 

住 所

害事本L額 (契約額)

71，400，000 



機式第4号(第15粂関係)

条件付一般競争入札参加資格確認等一覧表

(入札執行権者福島県相双地方鍍興局長

12-41390-0058 
1-12'1.12.25 

入 札 参 加 者 入 ~:L 参 カ日 資 4各 の 確 ~:g‘ F重向口上 果

① ② @ @ @ @ ⑦ @ 

工事等訂ij也方自1台 入札参加 会社更生 有効な経 暴力団対 格付要件 地域要件

No. 負有資格 法施行令 資格停止 手続又は 営事項審 策法第32 (有資格者名 隣接3管内 落札候補
入札結果 備 考商号、名称、又は特定述 業者名簿 第167条の ~UI問中で 民事再生 査を受け 条第l項各 簿の一般土 者の順位

紋工事共同企業体名 に登録さ 4flH項に ない 手続中で ている 号に該当し 木工事)
れている

該当しな
ない ないb、

A.B 

東北建設(株)

1 。 。 。 。 。 。 。 。 1 68，000，000 総札者
コード番号(l00002564)



線式第2号(第8条関係}
総合評価方式評価結果

工事種_jJIJ 一般土木工事

12-41390・00S8

相自易港

ふ頭浬立造成(3号)ヱ事(埋立) I予定価絡{門)I 72.124.S∞ | 工期 I 2478問

ヱ事の概要 | 埋立造成エ L=3ぬ 1m V=84.479.7m3 

~t愛3管肉 相双建E量事務所管内

価絡以外の評価項目及び点数

企業の伎i癒力 配置予定後術者の妓術力 企業の地峡社会に対する貢献度(織式第8号(特別館I易裂は械式第11号)){繍式第百号{特別簡易型rt様式第11毎日 (Il武田町F骨{特別簡品製i主格式第H号))

施エ 工事 優良品質 後術者確 施エ工事優良 障が安全環境県内子育仕事新分間一 ※地域要件と入札参加者の所在地により野

l-l 技術者能力 成績 工事 い者 管理への業者て応と生 野進市町価対象地境が異なる項目
の所在地

能力成績 工事管理 係数
表彰能力 表彩 の震 配慮活用媛活出村入札 ポフ 消防 選択項包(2項目)

(契約する本

保年資格有:1オ継敏続宵 用 実績参加 ン 困 加 ① 災 害 対 応 ② ③③入札参加者 底・~底・営
者の 子ィ入出動協定新卒庖用扉膏君臨所)
所在ア 実績締結厳臓の縫維持

地 者属 f寺・繍修

用 確保

E32T車I面特易別量簡:謀易議型連自1.0亭点 j1主.0容点j-1.OB点I10F5--点110.士5点一10三5点. “-iiilE-弱 10E5h点10.5点 ー
1.0点1.0点 O.5点.i10コ.5点ーfoで.5点.11.1了0点一||…0.5点・1.0:5て点~~-1.ol.ì点 21・5m点H・5m点 型2.0空点 引1.0見点21F5?吋点12?.5?点守J1J2?5明削jJ2f5tそ点j|2Jf淵明

東北建怨(徐) 県内[南相馬市
原町区

1.0 1.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.5 0.0 1.0 0.0 0.0 0.5 0.5 0.5 1.0 0.5 0.5 1.0 2.5 2.0 2.0 1.0 0.0 2.5 0.0 0.0 2.5 

一 一 一

トーー一一一 一 一 一一 一 一 一一一

一 一 一 一

一一一一一….M" ~'M'_~~'_~……………一四一一町、
鴫_..M_回目 W 'W'W曲目--

一 一 ト一一 ~-"、酬 一一

一…一一-…四一一…町一..一一-一一一一…一一 、一 ト胸1・町内冒~.M旬~，.~ ，.円，~".叩司F 一一 ......w..."ow 一 ゆ田川向"....， 明局担，.，、.-.. _..一一・ w___._ 

， 

一一一一一一一"崎町山町一 一 、 … 一一一 ト一一一一 一 一 一

一一一一一一一一一…一一一一』 トーー一 一一一 一 一~.. 一一『司自_， 一 トーー{

「→ーーーー … 一 ，--一 山一

ト一一ー 一

一一一一一一 一 一

無効を除く参加者 1者会計 おに|日0.0 0.0 0.5 0.0 43 0.0 

00550l 10a55 0 

0.5 1.0 0.5 0.5 1.0 2.5 2.0 
0.00医0.00 0.00 2.50 

一 一一一一一一一一一一一一 一

無効を除〈参加者 1者平均 0.50 0.00 0.00 0.50 0.00 0.00 0.50 1.00 0.50 0.50 1.00 2.50 2.00 0.00 0.00 0.00 2.50 

工事執行権者 相馬港湾建按事務所長

平成 24年 12月 19日

平成 24年 12月 19日

特別
施工 桟術提案

配点 加算点
E十薗 〔練場型のみ〕

一
適切 加算 <l~式 ifi lo骨}

加算点. 
性 点(a) . 

加算 東日 (a)+ 
(線 本大 加算点
式官官 技; 点(b)

術 震災 (b) 
9号}

等へ +特別提

案' の対 配点

の : 応

採 ! (c) 

否 t

10 or:l0 or 0.5点

10点 20点:20点 1.0点

6 I 27.00 1.0 28.∞ 
一 一

0.00 0.00 

一 一四一一
0.00 O.∞ 

一 一 l

0.00 0.00 

一一一一 一一一l

0.00 0.00 

一
0.00 0.00 

四一一 同町..w._....._._・.. --，ー胴..ー， .町、町一 一一一一

0.00 0.00 

0.00 0.00 
ーーーー句・司自・-，

0.00 0.00 

一 一
O.∞ 0.00 

一一一
0.00 0.00 

一一 一一 一 一
0.00 0.00 

6.0 27.00 0.0【] 0.00 0.00 1.0 28.00 

6.00 27.00 0.00 0.00 0.00 1.00 28.00 

※妓術提案の探否lま、藤両扇合lこIまrOJ、否の場合にはrXJと表記すること。 ※落札者以外の加算点冠二註荷提案審の記舷内容のみによる評価であり、資将軍三孟U確認したものではない.

※技術提案の採否が否の場合にはJ加算点(b)Jの械には/(斜線)を記入すること。 ※無効の場合は、各点数欄を空白とし、加算点合計((a)+(b))欄!こ『無効Jと飽載する。

※契約締結後の公表持には予定価格を記入して公表すること.

※「技術者確保数』と『後能土J、『資格保有年数』と「継続教育』、r災害出動実績Jと「災替協定締結JI玄、重複して加算しないこと.先に記載の項目の得点がない場合、後の項Bが評価対象となる.

※選択項目については、一般土木工事又は舗装工事の場合は①~④から2項目、それ以外の工事の場合は①~③ゆら2項目を選択する.



機式第2号附表(第8条関係)

工事種別 一般土木工事

施工計画の適切性に対する評価結果
(簡易型)

12-41390-0058 I 工事名 |ふ頭埋立造成(3号}工事(埋立)

埋立造成工 L=330.1m V=84.479.7m3 

工事執行権者相馬港湾建設事務所長

相馬港

施工計画の適切性 配点100点(総合評価方式における加算点配点10点)

入札参加者 様式第9号(その1) 様式第9号(その2)

工事の工程表 工程、品質、出来形及び安全管理計画 総合評価方

配点 50点 50点
合計

式における

1 2 3 1 2 3 4 5 加算点

項目
工程計画 工事実施に 特に優れて 工程計画管 品質管理計 出来形管理 安全管理計 特に優れて

当たっての留 いる点 理 画 計画 画 いる点
意点

東北建設{株) 25 10 。 10 10 5 15 。 75 

一

一
一一一 一a_，_

一

一
一 一…一一…ー 一一一一一一

一
一一一H・H・-酬向，_"一 一一

一
一 一一一一…~_.-ι

一

一
一一一一

一

一

6 

※ 施工計画の適切性が不適である場合、不適となった頃自の点数欄、合計欄及ひ.総合評価方式における加算点欄に「不適」と記載し、他の項目の点数欄にはf*Jと記載
する。



機式第4号(第14条関係)
総合評価方式入札結果

エ事穏期l 一般土木工事 工事執行権者

工事番号 12.-41390-0058 工事名 ふ頭漫立造成(3号}工事{埋立) 予定価格(内) 72..12.4.500 工期 247臼問 開札予定日|

路線河J1f:s 相馬港 工事筒所 ヰ目馬郡新t色町今泉1也先(3号ふ頭) 工事の概要 埋立造成工 L=330.1m V=84.479.7m3 技術審査日|

学識経験者の職・氏名 議礼者決定基準 告書礼者の決定

職業等 氏名 意見の適否 意見聴取月日 落札者決定町際的怠見聴取 意見の適否5

福島大学 経済経営学類 教授 ~川和明 意見なし 平成24年 7月11日 要 -往診
福島工業高等専門学校建築E車検工学科 教綬 根岸軍E和 意見なし 平成24年 7月11日 要 .~望号

回土交通省東北地方整備局郡山田道事務所技術副所長 思 3喜代志 意見なし 平成24年 7月11日 要 -徒勢
国土交通省北陸地方盤備局間笈)11河川事務所技術副所長 地図孝幸 意見なし 平成24年 7月11日 要 .@争

入札多加者の所在地
標準点 入札綴 評価値算出価絡 評価値

低価格入
入札参加者 標準点 加算点 +加算点 (円:税彼き) (円:税抜き) (A/C) 順位(契約する本腐・支筒・g業所}

(A) (8) (C) x 1.000.000 
キLの該当

東北建設(株) 務相馬市原町区 100 2.8.00 128.00 68.000.000 68.000.000 1.8823 
落札者

100 0.00 100.00 

一 100 0.00 100.00 ' 

一 100 0.00 100.00 】

100 0.00 100.00 

100 0.00 100.00 

一 100 0.00 100.00 幽

100 0.00 100.00 ' 

100 0.00 100.00 

一 100 0.00 100.00 -

100 0.00 100.00 

一 100 0.00 100.00 

100 0.00 100.00 -

100 0.00 100.00 

入札参加者 1者

※t平価値は少数第5位を切り捨て、少数第4位まで表記する。ただし、表記の値では順位が分からない場合は、自演位が分かる桁数で表記する.開キL時点で有効の入札参加者は全て限位を記載すること.

※契約締結後の公表待には予定価格を記載して公表すること.また、備考棚には、『落札者Jr無効(理由も記載すること)Jf失格(理由も記載すること)J等を記載すること。
※学識経験者の欄が不足する場合は、 「別紙のとおりJと記載して会議出席者名簿等を添付すること。
※低価格入札の該当織には、調査基準価絡を下回った入札の場合『低価絡入札J、鵠資基準価格を下回らなかった入札の場合『ー」を記載すること。

相馬港湾建致事務所長

平成24年 12月 19日

平成24年 12月 19日

意見聴取月日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

備 考



 - 1 -

入 札 公 告 
 
条件付一般競争入札を行うので、地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号。以下「施行令」という。）
第 167 条の 6第 1項及び福島県財務規則（昭和 39 年福島県規則第 17 号）第 246 条第 1項の規定により

公告する。 
 
平成２４年１１月１９日 

福島県相双地方振興局長 武 義弘  
１ 入札に付する事項 

工事番号 １２－４１３９０－００５８ 

工事名 ふ頭埋立造成（３号）工事（埋立） 

工事場所 相馬郡新地町今泉地先（３号ふ頭）（相馬港） 

工事概要 埋立造成工 Ｌ＝３３０．１ｍ Ｖ＝８４，４７９．７㎥ 

完成期限 ２４７日間 

予定価格          ＊＊＊円 
（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

左の欄に金額の表示がない場合は、予定
価格は契約締結後に公表する。 

最低制限価格 該当なし ・該当する場合は、施行令第 167 条の 10 第 2 項に基づき最低制限価格
を設定する工事である。 

総合評価方式 簡易型 ・該当する場合は、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札者
を決定する総合評価方式の適用工事である。 

・落札候補者の決定方法及び総合評価の方法については、入札説明書
による。 
 なお、当該入札では評価基準価格を設定する。 

低入札価格

調査 

該当 ・該当する場合は、施行令第 167 条の 10 の 2 第 2項の規定に基づく低

入札価格調査制度適用工事である。 

 

施工体制事
前提出方式 

該当なし ・該当する場合は、福島県施工体制事前提出方式の適用工事である。 
・施工体制事前提出方式における失格基準、調査内容及び様式等につ
いては、入札説明書による。 

電子入札 該当なし ・該当する場合は、電子入札対象工事である。 
・電子入札に参加するには、下記アドレスより事前登録が必要である。 
・電子入札システム（アドレス） 
http://wwwcms.pref.fukushima.jp/pcp_portal/contents?CONTENTS_ID=26730 

電子閲覧 該当 ・該当する場合は、電子閲覧対象工事である。 
・電子閲覧システム（アドレス） 
http://wwwcms.pref.fukushima.jp/pcp_portal/contents?CONTENTS_ID=21708 

現場代理人の
常駐義務の緩
和 

該当 ・該当する場合は、この工事については、落札者の申請に基づき発注
者が認める場合、他の工事の現場代理人をこの工事の現場代理人とす
ることができる。この場合、発注者は必要な条件を付すことができる。 

再資源化等 該当なし ・該当する場合は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平
成 12 年法律第 104 号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事である。 

近接調整 該当 ・該当する場合は、この工事は他の工事の近接工事であり、当該工事

の施工者が落札した場合は、請負契約締結後において間接工事費等の
調整をする。 
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２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 
入札に参加する者は、次に掲げる条件及び入札説明書に掲げる条件をすべて満たしている者である
こと。 

発注種別 一般土木工事 

格付等級 Ａ又はＢ 

・福島県平成 23･24 年度工事等請負有資格業者名簿の左の欄に表示し

た発注種別において、左の欄に表示された格付等級に登録されている
者であること。 

許可業種 土木工事業 ・建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）の左の欄に表示した業種の許
可を受けている者であること。 

地域要件 

 隣接３管内 

・県内とは、福島県内に本店を有する者であること。 
・隣接３管内とは、相双建設事務所管内、県北建設事務所管内、県中建設事

務所管内（田村市内又は田村郡内に限る。）又はいわき建設事務所管内に本店
又は支店・営業所（※）を有する者であること。 
・管内とは、相双建設事務所管内に本店又は支店・営業所（※）を有する者
であること。 
※ 支店・営業所とは、県内に本店を有する者（県内業者）の支店・営業所
であって福島県平成 23･24 年度工事等請負有資格業者名簿に記載された委

任先をいう。 

技術者の工事経験 

 必要なし 

・左の欄に表示した工事経験（配置技術者としての経験）がある監理技術者
又は主任技術者を工事現場に専任で配置できる者であること。工事経験とは、
現在雇用関係にある企業以外での経験も含め、左の欄に表示した期間に元請

（JV の場合は、代表構成員に限る。また、公共工事に限る（発注種別が建築
工事、電気設備工事又は暖冷房衛生設備工事であるときを除く。）。なお、こ
こでいう公共工事とは、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法
律（実績当時のもの）で規定される公共工事の発注者、土地開発公社、地方
道路公社、地方住宅供給公社、下水道公社、土地区画整理組合、市街地再開
発組合、土地改良区、公立大学法人福島県立医科大学又は公立大学法人会津

大学が発注する工事をいう。以下同じ。）の配置技術者として携わった経験を
いい、この場合の配置技術者としての経験とは、建設業法第 26 条第 1項で規
定する主任技術者又は同条第 2 項で規定する監理技術者としての経験をい
う。 
・監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を
有する者であること。 

企業の工事実績 

 必要なし 

・元請として、左の欄に表示した期間に、左の欄に表示した工事実績がある
者であること。 

企業の工事規模実績 

 必要なし 

・元請として、左の欄に表示した期間に、１件当たりの請負金額が左の欄に
表示した金額以上の施工実績（JV の場合は、出資比率に相当する額とする。）
があること。 
 ただし、同一工事について、複数年度にわたって受注した場合は１件とみ

なす。 

ＪＲ近接工事 

 該当なし 

・東日本旅客鉄道株式会社の「工事管理者」の資格を有する恒常的な雇用関
係にある者を工事現場に配置できる者であること。 
 なお、「工事管理者」とは、東日本旅客鉄道株式会社が認定する「工事管理

者（在来線）資格認定証」を有する者をいう。 
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３ 入札参加手続等 
本件入札においては、開札後に入札参加資格の審査を行うため、事前の入札参加申請手続等は要し
ない。（電子入札対象工事にあっては、電子入札システムにより開札を行うため、入札参加者は当該
システムにて、必ず、入札参加の受付をする必要がある。） 

設計図書等の質問受付方法、入札書等の提出、落札候補者の公表及び入札結果の公表については、
入札説明書による。 
設計図書等の閲覧、入札執行などの期間や場所は次に示すとおりとする。 

項 目 期間又は期日 場 所 等 

設計図書等の 
閲覧等 

 平成２４年１１月１９日（月）～ 
 平成２４年１２月 ７日（金） 

【電子閲覧対象工事の場合】 

電子閲覧システム 
【電子閲覧対象工事でない場合】 

相馬市中村字塚ノ町６５－１６ 振興ビル７階
福島県相馬港湾建設事務所総務課 

設計図書等の 
質問 

 平成２４年１１月１９日（月）～ 
 平成２４年１１月２６日（月） 

  相馬市中村字塚ノ町６５－１６ 振興ビル７階 
  福島県相馬港湾建設事務所総務課 
 電話番号   ０２４４－３６－５０２９ 
 ファクシミリ ０２４４－３６－５０３４ 
 電子メール 

souma.kouwan@pref.fukushima.lg.jp 

質問の 
回答予定 

平成２４年１１月３０日（金）  福島県相双地方振興局出納室ホームページ 
※ 入札書等の提出前に、必ずホームページに

て、質問回答の有無を確認すること。 

入札参加受付 
（電子入札の場合） 

－年－月－日（－）～ 
－年－月－日（－） 

入札書等の 
提出 
 

【電子入札対象工事の場合】 
－年－月－日（－）～ 
－年－月－日（－） 
午前－時－分～ 
午後－時－分 

【郵便入札の場合（電子入札対象工事

でない場合）】 
郵便局差出期限日 
平成２４年１２月 ７日（金） 
配達日指定期日 
平成２４年１２月１０日（月） 

 

【電子入札対象工事の場合】 

 電子入札の利用時間は、午前９時から午後５時
まで（福島県の休日を定める条例（平成元年福島

県条例第７号）第１条第１項に規定する県の休日
を除く。）となります。 
 
【郵便入札の場合（電子入札対象工事でない場合）】 

入札書のあて先は「福島県」と記載し、提出部
数は１部とする。 

郵便番号 ９７５－００３１ 
南相馬市原町区錦町一丁目３０番地 
福島県相双地方振興局出納室 

開札 
 

平成２４年１２月１９日（水） 
  午後１時３０分 

開札は公開とする。 
南相馬市原町区錦町一丁目３０番地 
福島県南相馬合同庁舎南庁舎４階４０１会議室 

落札者の決定 
予定日 

平成２４年１２月２７日（木）  

 
４ 入札参加資格要件の審査に関する事項 
落札候補者が決定した場合は、開札後速やかに当該落札候補者に電話等確実な方法により通知する。 
なお、落札候補者の入札参加資格要件の審査、落札者の決定及び入札参加不適格の通知については、
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入札説明書による。 
 
５ 入札保証金及び契約保証金 
入札保証金及び契約保証金については、入札説明書による。 

 
６ 入札の無効 
２の入札に参加する者に必要な資格のない者がした入札及び福島県工事等競争入札心得等におい
て示す入札に関する条件等に違反した入札は、無効とする。 
 
７ その他 

その他詳細は、入札説明書による。また、不明な点は次に示すところに照会すること。 
問い合わせ先  福島県相双地方振興局出納室 
電話番号    ０２４４－２６－１３０２ 
ファクシミリ  ０２４４－２６－１３０６ 
電子メール   souso.suito@pref.fukushima.lg.jp  

 

〈参 考〉 提出する書類一覧表（郵便入札の場合、入札書と一緒に提出する書類一覧表） 

郵便入札の場合 電子入札対象工事の場合 
提出書類 

外封筒 中封筒 入札参加受付時 入札書等提出時 

技術提案書 ○  ○（注１）（注２）  

入札書  ○  システムに入力 

見積内訳書  ○  ○（注２） 

見積内訳総括表（低入札価
格調査事務処理要領様式

第６号） 

 ○  ○（注２） 

工事費内訳書（福島県施工
体制事前提出方式試行要
領様式１号）及び同様式を

記録したフロッピーディ
スク又はＣＤ－Ｒ（追記型
コンパクトディスク） 

 －   

下請工種内訳書（福島県施

工体制事前提出方式試行
要領様式２号） 

 －   

※ 封筒の外または中に入れる書類を間違えると無効になります。 
※ 電子入札における留意点 
（注１）入札参加受付時に、システムの仕様上、添付資料の提出が必須となりますので、総合評価方

式の適用工事でない場合（技術提案書の提出がない場合）は任意のファイル（内容は問いませ
ん。）を資料として添付してください。 

（注２）システムの仕様上、添付できるファイルは１つであるため、複数のファイルがある場合には、

圧縮ファイル等により一つのファイルにまとめて添付してください。 
（注３）添付するファイル（任意のファイルを添付する場合を除く。）を間違えた場合、入札を無効

とすることがありますので注意してください。 



1 

（別記２） 

総 合 評 価 点 評 価 基 準（簡易型） 

 
簡易型の評価に関する評価項目及び基準は以下のとおりとし、簡易型における加算点の

最高点（特別配点を除く。）は３５点とする。 
なお、評価基準における基準日は開札予定日を基本とする（平成 23 年 3 月 11 日時点の

入札参加者（入札等の権限を委任された者（支店長や営業所長などでその委任関係を県に
登録している者を指す。）が入札する場合には、当該委任された者）の所在地が、警戒区
域等（警戒区域、計画的避難区域及び旧緊急時避難準備区域を指す。）であった場合は、
希望する者に限り基準日は平成 23 年 3 月 11 日とする。）が、年度の実績で評価する項目
もあるため、技術提案書の作成にあたっては、「総合評価方式様式記載留意事項」で各評
価項目の評価基準を確認すること。 
 
●特記事項 
１ 工事番号  １２－４１３９０－００５８ 
２ 工 事 名  ふ頭埋立造成（３号）工事（埋立） 
３ 工事箇所  相馬郡新地町今泉地先（３号ふ頭）（相馬港） 
以下の番号（※○）の具体的な内容は、共通事項の番号（※○）に対応している。 
番 号 評価基準 左記の具体的な内容 
※１ 同種・類似工事 道路改良工事(２車線以上の道路に限る)、又

はほ場整備工事(客土、暗渠排水のみの工事を
除く) 

※２ 施工実績指定金額 ３千万円 
※３ 優良工事表彰部門 

 
農道・林道部門(農林水産部、舗装工除く)又は
道路部門(土木部)、又はほ場整備部門(農林水産
部) 

※４ 技能士資格 なし 
※５ 技術者保有資格 １級土木施工管理技士 
※６ 同一市町村内工事実績の

対象となる市町村 
相馬市、新地町 

※７ 地域要件 隣接３管内 
※８ 入札参加者の所在地等の

評価対象 
相双建設事務所管内 

※９ 指定枚数等 
 

様式９号はその１、その２で各１枚（Ａ４判
片面）以内（資料添付不可） 

※１０ 災害時の出動実績又は  
災害時の応援協定締結 

※１１ 新卒・離職者の雇用実績 
※１２ 雇用の維持・確保 
※１３ 除雪、維持補修業務の履

行実績 

《一般土木工事、舗装工事》 
※１０～※１３から２項目を選択すること。 
《上記以外の工事》 
※１０～※１２から２項目を選択すること。 
 
注）選択した２項目のみ記載すること 
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●共通事項 
①企業の技術力（実績・経験等）に対する評価 

評価内容 評 価 基 準 配 点 得 点 
過去 10 年以内に同種・類似工事(※
１)において、請負金額が指定金額以
上（※２）の施工実績がある場合 １点 

施 工 能 力 

上記以外  ０点 ／1.0 

過去４年以内に福島県発注の同種・
類似工事（※１）において、工事成
績評定が８０点以上の施工実 
績がある場合 １点 

工 事 成 績 
（福島県発注の工
事について評価） 

上記以外 ０点 ／1.0 
過去 10 年度以内に福島県発注の同
種・類似工事（※１）で、指定部門
（※３）の優良工事表彰の受賞実績
がある場合 １点 

優良工事表彰 
（福島県の優良工
事表彰の有無につ
いて評価） 

上記以外 ０点 ／1.0 
当該企業が ISO9001 の認証を取得し
ている場合 ０．５点 

品質管理能力 

上記以外 ０点 ／0.5 

当該工事に配置可能な監理技術者又
は主任技術者の人員数が指定人数
（簡易型４人、標準型９人）以上の
場合 ０．５点 
当該工事に配置可能な監理技術者又
は主任技術者の人員数が指定人数
（簡易型４人、標準型９人）未満の
場合で、当該工事に関連する技能士
資格（建設関係）のうち○○又は△
△（※４）の資格を有する者を当該
工事に配置可能な場合（下請業者に
おける技術者が技能士の資格がある
場合も可） ０．５点 

技術者確保数 
（当該工事に配置
可能な監理技術者
又は主任技術者の
人員数を評価） 

上記以外 ０点 ／0.5 

小計点①   ／4.0 
 
②配置予定技術者の技術力（実績・経験等）に対する評価 

評価内容 評 価 基 準 配 点 得 点 
（※５）の資格を保有して１０年以
上の経験がある場合 

 
０．５点 

上記で得点できない場合で、継続教
育（ＣＰＤ）制度に継続参加中であ
る場合 ０．５点 

資格の保有年数 
又は 

継 続 教 育 

上記以外 ０点 ／0.5 
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評価内容 評 価 基 準 配 点 得 点 

過去 10 年以内に同種・類似工事（※
１）において請負金額が指定金額以
上（※２）の工事経験（監理技術者
又は主任技術者としての経験）があ
る場合 １点 

施 工 能 力 

上記以外 ０点 ／1.0 

過去４年以内に福島県発注の同種・
類似工事（※１）において、工事成
績点が８０点以上の工事経験（監理
技術者又は主任技術者としての経
験）がある場合 

１点 

工 事 成 績 
（福島県発注の工
事について評価） 

上記以外 ０点 ／1.0 

過去に福島県発注の同種・類似工事
（※１）で、指定部門（※３）におい
て、監理技術者又は主任技術者として
優良工事表彰の受賞経験がある場合 １点 

優良工事表彰 
（福島県の優良工
事表彰の有無につ
いて評価） 

上記以外 ０点 ／1.0 
小計点②   ／3.5 

 
③企業の地域社会に対する貢献度を評価 

評価内容 評 価 基 準 配 点 得 点 
法定義務のある企業にあっては、法
定雇用率以上の障がい者雇用、法定
義務のない企業にあっては障がい者
雇用がある場合 ０．５点 

障がい者雇用の実績 

上記以外 ０点 ／0.5 

過去 10 年以内に企業として国及び
国が参加している団体が実施する安
全管理に関する表彰において受賞実
績がある場合 ０．５点 

安 全 管 理 

上記以外 ０点 ／0.5 
当該企業が ISO14001 の認証を取得
している場合 ０．５点 

環境への配慮 

上記以外 ０点 ／0.5 

１ 県内業者にあっては、当該工事
の請負金額の 80%以上を県内業者
（下請を含む）により施工する場合 

２ 県外業者にあっては、当該工事
の請負金額の 50%以上を県内業者
（下請を含む）により施工する場合 １点 

県内業者の活用 

上記以外 ０点 ／1.0 
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評価内容 評 価 基 準 配 点 得 点 
福島県次世代育成支援企業認証制度
による「子育て応援」の認証を取得
している場合 ０．５点 

次世代育成支援 
（子育て応援） 

上記以外 ０点 
 

／0.5 
福島県次世代育成支援企業認証制度
による「仕事と生活の調和」の認証
を取得している場合 ０．５点 

次世代育成支援 
（仕事と生活の調和） 

上記以外 ０点 ／0.5 

平成１３年４月１日以降に建設業以
外の分野へ進出し、企業としての経
営基盤強化に取り組んでいる場合 １点 

新 分 野 進 出 

上記以外 ０点 ／1.0 

過去 10 年以内に当該工事箇所と同
一の市町村内（※６）において公共
工事の工事実績がある場合 ２．５点 

同一市町村内の工
事実績 

上記以外 ０点 ／2.5 

入札参加業者の本店又は支店・営業
所（以下「本店等」という。）が工
事箇所と同一市町村内（※６）にあ
る場合（注） ２．５点 
地域要件が（※７）の時で、当該工
事箇所が存する管内（※８）に入札
参加業者の本店又は支店・営業所（以
下「本店等」という。）がある場合 ２．０点 

入札参加者の所在地 

上記以外 ０点 
 

／2.5 

地域要件が（※７）の時で、当該工
事箇所が存する管内（※８）に本店
等がある企業が、当該管内（※８）
で過去３年間以上継続してボランテ
ィア活動の実績がある場合 ２点 

ボランティア活
動への取組み状
況 

上記以外 ０点 ／2.0 

地域要件が（※７）の時で、当該工
事箇所が存する管内（※８）に本店
等がある企業が、当該管内（※８）
市町村の消防団に過去１年間以上継
続加入している者を１名以上雇用し
ている場合 １点 

消防団への継続
加入状況 

 
 
 
 
 上記以外 ０点 ／1.0 

（注）「入札参加者の所在地」における同一市町村内の評価対象は同一土木事務所管
内の場合に限る。 
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評価内容 評 価 基 準 配 点 得 点 

地域要件が（※７）の時で、当該工事
箇所が存する管内（※８）に本店等が
ある企業が、当該管内（※８）で過去
３年以内に災害時の出動実績がある
場合 ２．５点 
上記で得点できない場合で、地域要件
が（※７）の時で、当該工事箇所が存
する管内（※８）に本店等がある企業
が、当該管内（※８）が協定の範囲に
含まれている災害時の応援協定を県
と締結している場合 ２．５点 

（※１０） 
災害時の出動実績 

又は 
災害時の応援協定締結 

上記以外 ０点 ／2.5 

地域要件が（※７）の時で、当該工事
箇所が存する管内（※８）に本店等が
ある企業が、当該管内（※８）におい
て過去１年以内に新卒者又は離職者
を２名以上雇用（正規雇用）している
場合 
地域要件が（※７）の時で、当該工事
箇所が存する管内（※８）に本店等が
ある企業が東日本大震災による被災
者等を１名以上雇用（正規雇用）して
いる場合 ２．５点 

地域要件が（※７）の時で、当該工事
箇所が存する管内（※８）に本店等が
ある企業が、当該管内（※８）におい
て過去１年以内に新卒者又は離職者
を１名雇用（正規雇用）している場合 １．５点 

（※１１） 
新卒者・離職者の
雇用実績 

上記以外 ０点 ／2.5 

地域要件が（※７）の時で、当該工事
箇所が存する管内（※８）に本店等が
ある企業において、当該管内（※８）
における従業員数（正規雇用）が１年
前より１名以上増えている場合 

（※１２） 
雇用の維持・確保 

地域要件が（※７）の時で、当該工事
箇所が存する管内（※８）に本店等が
ある企業において、東日本大震災によ
る被災者等を１名以上雇用（正規雇
用）している企業又は被災、避難企業
と当該工事において下請契約を行う
場合 ２．５点  
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評価内容 評 価 基 準 配 点 得 点 

地域要件が（※７）の時で、当該工事
箇所が存する管内（※８）に本店等が
ある企業において、当該管内（※８）
における従業員数（正規雇用）が１年
前と同じ場合 １．５点 

（※１２） 
雇用の維持・確保 

上記以外 ０点 ／2.5 

地域要件が（※７）の時で、当該工事
箇所が存する管内（※８）に本店等が
ある企業が、当該管内（※８）で過去
３年以内に県が発注する除雪業務委
託又は維持補修業務委託を履行した
実績がある場合 ２．５点 

（※１３） 
除雪、維持補修業
務の履行実績 
（一般土木工事、
舗装工事に限る） 

上記以外 ０点 ／2.5 

小計点③   ／17.5 
 
 
●地域要件毎の評価対象 
（○注支店・営業所とは、県内に本店を有する企業の支店・営業所であって、福島県平成
23･24 年度工事等請負有資格業者名簿に記載された委任先をいう。そのため、「入札参
加者の所在地」、「ボランティア活動への取組み」、「消防団への継続加入」、「災害
時の出動実績又は災害時の応援協定締結」、「新卒・離職者の雇用実績」、「雇用の維
持・確保」、「除雪・維持補修業務の履行実績」については、県外に本店を有する企業
は評価の対象とならない。） 

 
ⅰ）入札参加者の所在地 
（加算点が 2.5 点となる場合》 
地域要件 評価対象となる入札参加者の所在地（本店・支店・営業所） 
管 内 

隣接三管内 
県内 
なし 

同一市町村内 

（注）同一市町村内の評価対象は同一土木事務所管内の場合に限る。 
 
（加算点が 2.0 点となる場合） 
地域要件 評価対象となる入札参加者の所在地（本店・支店・営業所） 
管 内 土木事務所管内 

隣接三管内 
県内 

建設事務所管内 

なし 県  内 
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ⅱ）ボランティア活動への取組み 

地域要件 
評価対象となる入札参加者の所在地 
（本店・支店・営業所） 

評価対象となるボランティア
活動を行った場所 

評価対象となる 
期間と実績件数 

管 内 土木事務所管内 
隣接三管内 
県 内 

建設事務所管内 

な し 県  内 

過去３年間  
以上継続して  
１件以上  

 
ⅲ）消防団への継続加入 

地域要件 
評価対象となる 
入札参加者の所在地 
（本店・支店・営業所） 

評価対象となる 
加入消防団 
の所在地 

評価対象となる期間 

管 内 土木事務所管内 
隣接三管内 
県 内 

建設事務所管内 

な し 県  内 

過去１年以上継続雇用している社員が 
過去１年以上継続して消防団員である 

 
ⅳ）災害時の出動実績又は災害時の応援協定締結 
（災害時の出動実績） 

地域要件 
評価対象となる入札参加者の所在地 
（本店・支店・営業所） 

評価対象となる 
出動実績 

評価対象となる 
期間と実績件数 

管 内 土木事務所管内 
隣接三管内 
県 内 

建設事務所管内 

な し 県  内 

過去３年以内
に１件以上  

 
（災害時の応援協定締結） 

地域要件 
評価対象となる入札参加者の所在地 

（本店・支店・営業所） 
評価対象となる 
応援協定の範囲 

管 内 土木事務所管内 
隣接三管内 
県 内 

建設事務所管内 

な し 県  内 
 
ⅴ）新卒・離職者の雇用実績 
（新卒・離職者の評価基準） 

雇用人数に対する配点 
地域要件 

評価対象となる 
入札参加者の所在地 
（本店・支店・営業所） 

評価の対象となる 
新卒・離職者の 

勤務地 

評価対象 
期  間 １名 ２名以上 

管 内 土木事務所管内 
隣接三管内 
県 内 

建設事務所管内 

な し 県  内 

過去１年 
以内 

１．５点 ２．５点 
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（東日本大震災による被災者等の雇用実績の評価基準） 

雇用人数に対する配点 
地域要件 

評価対象となる 
入札参加者の所在地 

（本店・支店・営業所） 

評価対象 
期 間 １名以上 

管 内 土木事務所管内 
隣接三管内 
県 内 

建設事務所管内 

な し 県  内 

平成 23 年 3 月 11 日 
以降の雇用実績 

２．５点 

 
ⅵ）雇用の維持・確保 
（雇用人数による評価基準） 

雇用人数に対する配点 
地域要件 

評価対象となる 
入札参加者の所在地 
（本店・支店・営業所） 

評価の対象となる 
従業員の勤務地 

評価対象
となる月日 同数 増加 

管 内 土木事務所管内 
隣接三管内 
県 内 

建設事務所管内 

な し 県  内 

開札日に
おける１
年前との
比較 

１．５点 ２．５点 

 
（東日本大震災に伴う被災者等の雇用維持の評価基準） 

地域要件 
評価対象となる入札参加者の所在地 

（本店・支店・営業所） 配点 

管 内 土木事務所管内 
隣接三管内 
県 内 

建設事務所管内 

な し 県  内 

２．５点 

 
ⅶ）除雪・維持補修業務の履行実績 

地域要件 
評価対象となる入札参加者の所在地 
（本店・支店・営業所） 

除雪・維持補修 
業務の実績 

評価対象となる 
期間と実績件数 

管 内 土木事務所管内 
隣接三管内 
県 内 

建設事務所管内 

な し 県  内 

過去３年以内
に１件以上  
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④施工計画の適切性に対する評価 
評価内容 評 価 基 準 配 点 得 点 

技術審査書の点数が 95 点以上の場合 １０点 
技術審査書の点数が 90 点以上 95 点
未満の場合 ９点 
技術審査書の点数が 85 点以上 90 点
未満の場合 ８点 
技術審査書の点数が 80 点以上 85 点
未満の場合 ７点 
技術審査書の点数が 75 点以上 80 点
未満の場合 ６点 
技術審査書の点数が 70 点以上 75 点
未満の場合 ５点 
技術審査書の点数が 65 点以上 70 点
未満の場合 ４点 
技術審査書の点数が 60 点以上 65 点
未満の場合 ３点 
技術審査書の点数が 55 点以上 60 点
未満の場合 ２点 
技術審査書の点数が 50 点以上 55 点
未満の場合 １点 

施工計画評価 
（提出された技術審 
査書の内容を評価） 

技術審査書の点数が０点以上 50 点
未満の場合 ０点 ／10.0 

小計点④   ／10.0 
合計点 小計①～④の合計  ／35.0 

 
 
●特別配点（枠外配点） 

評価内容 評 価 基 準 配 点 得 点 
地域要件が（※７）の時で、当該工
事箇所が存する管内（※８）に本店
等がある企業が、県との災害時の応
援協定等に基づく次のいずれかの災
害への対応の出動実績がある場合 
1.東日本大震災 
2.平成 23 年新潟・福島豪雨 
3.平成 23 年台風 15 号 １．０点 

【地域要件毎の評価対象】 

地域要件 
評価対象となる入札参加者の所
在地（本店・支店・営業所） 

評価対象となる 
活動場所 

管内 土木事務所管内 
隣接三管内 
県内 

建設事務所管内 

なし 県  内 

県  内 

   

東日本大震災等へ
の対応 

上記以外 ０点 ／1.0 
 


